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性があると予測している。またWEFA (Wharton Econometric Forecasting Associates) は中国
のGDPは2006年に16000億ドルに達し，４年間繰り上げてGDPを倍増する目標が達成でき，
2015年になると，2006年を基準にしてさらにGDPを倍増していって，32000億ドルに達すると
予測している。
当然ながら，中国の経済発展に対する予測及び評価は全て楽観的ではない。アメリカのある
学者は現在の中国経済の発展には，水増しの部分が大きく，中国政府機関が公布した統計資料
は正確ではなく， 小平氏が唱えてきた「三歩走」の麗しい遠大な計画をあまり信じていな
いようである。他方，他のアメリカの学者は中国経済の発展に対して，楽観過ぎるようで，ひ
いては中国の高度成長を「中国脅威論」と結びつけた。これらの評価及び予測は誤っているの
ではないだろうか。
筆者は世界各国の学者の中国経済への評価及び予測に対してはあまり賛成できない。既に踏
み出した第一歩と第二歩から納めた業績と個人の体験から見れば，中国及び世界において，重
大な予測不能な意外な事件が起こらない限り， 小平氏が描いてくれた麗しく遠大な計画は
実現できるだろう。その理由については以下のとおりである。
① 小平氏が唱えてきた改革開放政策は，民心に深く入り込んでいる，13億中国人の願望が
一致しており，そのため，国民の支持が得られるわけである，これは最も重要なことである。
また，改革開放の実施により，国民が実際の利益を得たと考えられる。これはある程度現実の
（或いは，改革開放政策の実施により出現した）社会の諸問題を緩和させることができたとい
える。このことによって長期安定した局面を持ち続けてきている。これは 小平氏が唱えて
きた麗しく，遠大な計画を実現することに対して，大変重要なことである。
②中国は膨大で安価な労働力を有しており，現在，中国の余剰労働者は２億人にも達している。
これは世界的に見ても最大の労働力の予備軍と思われる。中国の人件費は安く，ほぼ先進諸国
の1/20～1/30程度である。このような労働力の面における優位さは，短くとも30～40年間確保
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中国の「改革開放」と当面の経済情勢
できると予測されている。これはいかなる先進諸国にしても，遠く及ばないところであろう。
③中国既存の天然資源はおおむね近代化の実現に必要となるだけの備えがある。国土資源から
見ると，中国中西部地方は国土の約70％を占めているのに対して，人口は全国の1/3しか占め
ておらず，このような地方は，ほぼ「未開発地」，若しくは「半開発地」の状態である。した
がって，巨大な発展の潜在力を有していると考えられるだろう。
他の資源については，中国は世界で第３位の鉱山物保有国でもあり，世界160種の主要な鉱
産物も中国は殆ど有しており，また10数種類の埋蔵量は世界のトップとなっている。地表水資
源はあまり豊富ではないものの，水力及び風力資源は極めて豊富であり，特に水力資源につい
ては，3800万キロワットも有している（欧州最大級の原子力発電所の30倍に相当する）。
④数多くのインフラ建設プロジェクトが完成，また進行中であるが，これらは中国将来の発展
に対して，極めて良い基盤を築き上げたといえよう。現在中国の道路総延長は167.98万キロメ
ートル，鉄道が四方八方に通じており，青海，チベット高原まで敷設が行われた。高速道路総
延長は20000キロメートル，大中型の港は10数カ所を有している。また，2002年６月までに，
中国の固定電話回線数と携帯電話回線数は全てアメリカを上回ったといわれており，世界のト
ップとなった。重要なプロジェクト工程についても，例えば建設された「葛州覇水力発電所」，
「黄河小浪底ダム」，「蘭新鉄道」６），「成昆鉄道」７），10数本の長江大橋及び建設されている三
峡ダム，「西気東輸」８），「西電東輸」９），「青海－チベット鉄道」，「南水北調」10）（一部着工し
始めた。）等々である。雪だるま式の発展を遂げつつある。
⑤教育科学技術，人材，管理等の諸分野における改革の成果により，近代化建設の推進が保証
され，改革が行われてから，学生の入学率が大幅に向上した。義務教育も大幅に普及し，高学
歴を持つ人や企業管理の専門家等が出てきた。これは中国の持続且つ高度成長を確保する根本
的な保証である。近年，政府による科学技術及び基礎研究への投資は急速に増加してきた。結
果として，我が国のバイオ・テクノロジー産業における生産高は年々20％増加しており，10年
前の生産高は3000億元であったが，10年後一気に18060億元（６倍）に達した。国民経済に占
める割合は１％から15％までに増え，国民経済の牽引車ともなっている。この牽引車は今後中
国経済の持続的高度成長を推進していくだろう。
⑥WTOへの加盟により，中国近代化建設はよりいっそう進むだろう。WTOに規定されたこと
や中国が義務付けられたことに従って，中国経済は益々世界共同体系に入りつつある。世界諸
国と同様な規則，規格及びやり方を取り入れる，即ち標準化を採用することになる。これによ
り，中国における深く掘り下げる改革の一層の促進しか途はないだろう。特に国有企業の改革，
政府職能の転換，私有企業の育成等長い間解決されていない大きく難しい問題の改革が注目さ
れる。
WTOへの加盟とともに，貿易の自由化を促進させられる中で，必然的に産業間の激しい競
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争が引き起こるであろう。しかしながら，結果としてそれは技術革新を促し，創意工夫をも促
していく。したがって，中国は将来の持続且つ高度成長を確保できるだろう。WTOへの加盟
によって，中国はより容易に先端技術や資金を吸引できると考えられる。これも一つ有利な条
件を備えたといえるだろう。
勿論，WTOに加盟することによって，大きなチャレンジに直面せざるを得なくなると考え
られる。中国は外国と競争し合わざるをえない，関税の引き下げを承諾する必要がある，外国
投資家に中国において銀行や第三次産業を操業する権力を与えなくてならない，等々の問題は
避けられない。しかし，得失を論じると中国にとってより多くの実益及び発展のチャンスが得
られると考えられる。全体的に見れば，WTOに加盟したことにより，中国の近代化建設は一
層促進させられるだろう。
要約すると，現在の経済建設の中で，様々な要素がある（有利な要素もあれば不利な要素も
ある）が，筆者は，中国，また世界において，大きな突発事件（例えば，大規模な戦争，阻む
ことの出来ない自然災害，また重大な政策の誤り等）が起こらない限り，中国は予測された将
来において， 小平氏が唱えてきた「第三歩の目標」が実現できるのではなかろうかと考え
ている。中国も世界諸先進国の一員となり，中華民族の輝かしい文明が再現されるだろう。
（本稿は2002年６月14日の桃山学院大学総合研究所及び経済経営学会共催の研究会における
報告に加筆されたものである。）
参　考　文　献
１．中華人民共和国史（第二版）
２．「科技日報」(科学技術新聞)、その他各種新聞
〔訳者注〕
１）二つの「凡是」とは、毛主席がいったことと毛主席が決定したことに従わなければならない。
２）「陳規戒律」とは、古くなった規定及び戒律。
３）生産請負制とは、一戸一戸の農家が生産の請負をすることである。
４）「小康生活」とは、家の経済状態がまずまずである、やや裕福である、社会が当面安定しているという状態
である。
５）地表の水と土の流失を指す。
６）蘭（州）―新（疆ウイグル自治区）鉄道である。
７）成（都）―昆（明）鉄道である。
８）西部の天然ガスを東部に送る事業である。
９）西部の電力を東部に送る事業である。
10）南部の水を北部に引く事業である。
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